
様式１ （４（5）イ、５（２）イ、6（２）イ関係） 

平成○○年○○月○△日 

 

建 設 副 産 物 確 認 処 分 届 

工事監督主管課長・所長（総括監督員） 

 
                          工事請負人 
                          住  所 横浜市○区○町０－０－０ 
                          氏  名 ○○電設株式会社 

 代表取締役 ○○ ○○ 印       
 
工事に伴う建設副産物について、次のとおり適正に処分いたします。 

工事名 

○○小学校改修工事（電気設備工事） 

契約年月日   平成 ○年 ○月 ○日 

完 成 期 限   平成 ○年 △月 ○日 

工事場所 

 

種類・搬出量 
☑土 砂：    ○ ｍ３ ほぐし □アスコン塊 □セメコン塊：       ｍ３ 

□木くず：      ｔ     □その他（       ）：       ｍ３ 

確認処分とする理由（工事施工上、やむを得ず確認処分とする場合に記入） 

指定地処分に適さない土砂のため 

処 
 
 
 

分 
 
 
 

地 

所在地 

神奈川県横浜市 

所有（管理）者 

 住所 横浜市○○区○○町○○番地 

 氏名 ○○ △△ 

地目 

  ○○○○ 

現況 

  ○○○○ 

主要道路からの搬入路 
延長    ｍ、平均幅員    ｍ、最小幅員   ｍ 

処分地の種類 

☑産廃処分地（許可番号 ○○○○○○      ） 

□開発行為等（許可番号             ） 

□農地造成 

□その他（                   ） 

都市計画区分 

 

□市街化区域内 

☑市街化調整区域内 

運搬業者   ☑ 直  営 

□ 下請負等   業者名 

         住 所 

運搬距離 

 ○○ｋｍ 

使用車種 

   ○ｔ車 

平均のべ台数 

  ○ 台/日 

平 均 運 搬 量 

 ○○  ｍ３・ｔ/日 

運搬期間 

平成○年○○月○○日～平成○年△月○○日 

添付書類 

□ 処分地位置図    □運搬経路図    □開発行為等許可書の写し 

□ その他（盛土規制条例等許可書の写し、その他                 ） 

備 
 

考 

 建設発生土を確認処分する場合には、「本市工事に伴い排出する建設副産物の処分要領」に基づき、工事主管

課長・所長（総括監督員）は、環境創造局技術監理課長と事前調整を行うことが必要です。 

 

 

印


